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地域医療介護総合確保基金の対象事業

都道府県計画及び市町村計画（基金事業計画）

○ 基金に関する基本的事項
・公正かつ透明なプロセスの確保（関係者の意見を反映させる仕組みの整備）
・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保
・診療報酬・介護報酬等との役割分担

○ 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項
医療介護総合確保区域の設定※1 ／ 目標と計画期間（原則１年間） ／
事業の内容、費用の額等 ／ 事業の評価方法※2
※1 都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実情を

踏まえて設定。市町村は、日常生活圏域を念頭に設定。
※2 都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を実施

国は都道府県の事業を検証し、基金の配分等に活用

○ 都道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成

○ 団塊の世代が75歳以上となる2025年を展望すれば、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の
確保・勤務環境の改善等、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が急務の課題。

○ このため、平成26年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度（地域医療介護総合確保基金）を創設し、各都道府県
に設置。各都道府県は、都道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。

令和３年度概算要求額：公費 1,194億円
（国費７９６億円）

１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

２ 居宅等における医療の提供に関する事業

３ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等）

４ 医療従事者の確保に関する事業

５ 介護従事者の確保に関する事業

６ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業

提出

提出

申請



地域医療介護総合確保基金（医療分）の令和３年度概算要求について

○ 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため平成２６年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度（地域医療
介護総合確保基金）を創設し、各都道府県に設置。

○ 地域医療介護総合確保基金（医療分）の令和３年度概算要求額は、公費ベースで１,194億円（うち、国費分７９６億円）を要求。

※事業区分間の予算額の見直し要求含む。

※基金の対象事業は、平成26年度は医療
を対象として１、２、４を、平成27年度以降
は介護を含めて全ての事業としている。

地域医療介護総合確保基金の対象事業

今後のスケジュール（案）

９月 都道府県へ内示（１回目）
２次募集

12月以降 都道府県へ内示（２回目）

地域医療介護総合確保基金の予算

１，６２８億円

27年度予算
（当初予算）

介護分
724億円

（うち
、国分
483億円
）

医療分
904億円

（うち
、国分
602億円
）

28年度予算
29年度予算
（当初予算）

介護分
724億
円

（うち
、国分
483億
円）

医療分
904億
円

（うち
、国分
602億
円）

１，６２８億円

医療分
934億円

（うち
、国分
622億円
）

１，６５８億円

30年度予算
（当初予算）

医療分
904億円

（うち、
国分602
億円）

１，５６１億円

27年度予算
（補正予算）

介護分
1,561億
円

（うち、
国分
1,040億
円）

９０４億円

介護分
724億円

（うち
、国分
483億円
）

医療分
1,034億
円

（うち
、国分
689億円
）

１，８５８億円

令和元年度予算
（当初予算）

介護分
824億円

（うち
、国分
549億円
）

26年度予算
（当初予算）

医療分
1,194億
円

（うち
、国分
796億円
）

令和２年度予算
（当初予算）

介護分
824億円

（うち
、国分
549億円
）

２，０１８億円 １ 地域医療構想の達成に向けた医療機関
の施設又は設備の整備に関する事業

２ 居宅等における医療の提供に関する事業

３ 介護施設等の整備に関する事業
（地域密着型サービス等）

４ 医療従事者の確保に関する事業

５ 介護従事者の確保に関する事業

６ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の
整備に関する事業
（Ｒ２年度より追加）



【統合支援】統廃合（廃止病院あり）を伴う病床削減を行う場合の
コストに充当するため、関係病院全体で廃止病床１床あたり病床稼
働率に応じた額を関係病院全体へ交付（配分は関係病院で調整）。
※重点支援区域のプロジェクトについては一層手厚く支援
※病床数を関係病院の総病床数の10％以上削減する場合に対象。

病床機能再編支援事業（仮称）について

○ 地域医療構想の実現を図る観点から、病床再編や、統廃合により病床を廃止する際の財政支援を実施する。
【補助スキーム：定額補助（国１０／１０）】
○ 令和３年度以降においては、地域医療構想調整会議における議論の進捗等も踏まえつつ、消費税財源による「医療・
介護の充実」とするための法改正を行い、これに基づき病床再編支援を実施する。

稼働病棟より病床を削減した病院等（統廃合により廃止する場合
も含む。）に対し、1床あたり病床稼働率に応じた額を交付。
※病床数を稼働病床の10％以上削減する場合に対象。

【利子補給】統廃合を伴う病床削減を行う場合において、廃止され
る病院の残債を統廃合後残る病院に承継させる場合、当該引継債務
に発生する利子について一定の上限を設けて統合後病院へ交付。
※病床数を関係病院の総病床数の10％以上削減する場合に対象。

※承継に伴い当該引継ぎ債務を金融機関等からの融資に借り換えた場合に限る。

病床200床

「病床削減」 に伴う財政支援
病床削減

病床150床

削減病床数等に応じて交付

Ａ病院：200床

Ｂ病院：100床
廃止（廃業）

統合後のＡ総合病院
250床

純減した50床について交付
。配分はＢ病院を含めた関係
病院全体で調整。

引き継いだ債務の利子負担を軽減

令和３年度要求額：事項要求（令和２年度：８４億円）

金利

元金 元金

DS補助金
利子補給

利子補給金の支払

統合後の病院 廃止となる病院

承継

「統廃合」 に伴う財政支援



地域医療介護総合確保基金の活用と新たな病床機能の再編支援の整理

○ 地域医療構想を推進するため、地域医療介護総合確保基金（区分Ⅰ：地域医療構想の達成に向けた医療機関
の施設又は設備の整備に関する事業）により財政支援（国：2/3、都道府県1/3）を行ってきている。
〇令和２年度においては、新たな病床機能の再編支援として、全額国費による事業を創設（令和３年度以降においては
、消費税財源による事業とするための法改正を行った上で「病床機能再編支援事業（仮称）」として実施）。

〇今後は地域医療介護総合確保基金と新たな病床機能の再編支援の組み合わせにより再編統合案件に対する支援
額の規模を拡大するとともに、財政支援の死角を無くし、地域医療構想の推進を加速化する。

Ａ病院：200床

Ｂ病院：100床
廃止（廃業）

統合後のＡ総合病院
250床

稼働病床の１０％以上削減

施設・設備の整備に係る費用が基本

病床200床 病床150床

確保基金では対処が難しい課題について対処

複数病院の統廃合の活用事例

単独病院の病床削減活用事例

①ＣＤＥが活用可能

①②ＣＤＥが活用可能 ①②ＡＢが活用可能

病床の機能転換

基金のCの活用が可能

①病床削減に伴う財政支援

病床削減した病院等に対し、削減病床数等に応じた支援

②統廃合に伴う財政支援

（ア） 統廃合を伴う病床削減を行う場合のコストに充当するための支援
※関係病院全体へ交付し、配分は病院間で調整
※重点支援区域については一層手厚く支援

（イ） 統合に伴って引き継がれる残債を、より長期の債務に借り換える
際の利払い費の支援

※①②ともに稼働病床の10%以上削減することが条件

新たな病床機能の再編支援
（令和2年度全額国費８４億円）

Ａ 再編統合に伴い必要となる施設・設備整備費

Ｂ 再編統合と一体的に行う宿舎・院内保育所の施設整備費

Ｃ 急性期病床から回復期病床等への転換に要する建設費用

Ｄ 不要となる建物（病棟・病室等）・医療機器の処分（廃棄、解体又は
売却）に係る損失

Ｅ 早期退職制度の活用により上積みされた退職金の割増相当額

地域医療介護総合確保基金（令和2年度公費５６０億円（区分Ⅰ） ）

施設・設備の整備に係る費用が基本

確保基金では対処ができない課題について対処

支援策



〇 団塊の世代が75歳以上となる2025年の地域医療構想の実現に向け、国から都道府県に対し公立・公的医療機関等が策定した
医療機能の分化・連携に向けた具体的対応方針の再検証等を求めているところ。

○ 今後、再検証等の取組において具体的対応方針を見直し、医療機能の移管や、医療機関同士の再編統合の取組を実施してい
くこととなるが、医療機関間の勤務環境、給与体系、一時的な収益減少等の調整が障壁となる。

○ また、2024年の医師の働き方改革を踏まえると、医師の時間外労働を縮減し、地域において効率的な医療提供体制を構築し、
医療従事者を効果的かつ効率的に配置する必要があり、これまで以上に高度な調整を要することが見込まれる。

○ 特に、国が設定する重点的に支援する区域（重点支援区域）については、都道府県と連携し、再編統合の方向性等につい
て直接助言することとしており、適切な助言を行うために必要な事項の整理やデータの分析を行うとともに、再編・統合の調
整過程で発生した課題に迅速に対応していく必要がある。

○ 今後も重点支援区域を拡充し、今後も2025年において達成すべき医療機能の再編、病床数等の適正化に沿ったものとなるよ
う、国による助言や集中的な支援を行っていくこととしている。

現状と課題

○ 重点支援区域の医療機関の再編等の方向性の検証等のための勤務環境や給与体系及び一時的な収益の減少等の調査分析
○ 重点支援区域の国、都道府県及び医療機関による分析手法等の意見調整の場の設置
○ 医療機関との相談窓口を設置し、再編統合の際に必要となる対策のための基礎資料（財務シミュレーション、統合した際の
デメリットを縮小するための諸施策の立案、人材統合のための研修、人事配置等の対策等）の作成に関する助言

事業内容

医療機能の分化・連携に向けた具体的対応方針に対する病院支援事業
令和３年度概算要求額 200,000千円（令和2年度予算額 89,531千円）

重点支援区域内で再編等を検討
する医療機関

厚生労働省

関係者との意見調整

②基礎資料の提供や再編統合の方向性等の直接的な助言

①データの提出、再編統合の方向性等の相談

受託事業者（シンクタンク等）
・再編統合の方向性の検証等
・意見調整の場を開催（必要に応じて）
・相談窓口設置

＜重点的に支援する区域の事業のイメージ＞



入院・外来機能の分化・連携推進に向けたデータ収集・分析
令和３年度概算要求額 380,000千円（令和2年度予算額 80,100千円）

病床機能の分化・連携の促進に向けた病床機能報告を引き続き実施するほか、外来機能の分化・連携の取組に向け、必要なデータ収集・分析を行う。
「経済財政運営と改革の基本方針」及び「全世代型社会保障検討会議」等の示す政策工程への対応や、地域医療構想の実現、第８次医療計画（医
師確保計画・外来医療計画を含む)の策定等に活用。

厚生労働省 都道府県

一般病床・療養病床を有する病院・診療所
病床機能報告【既存】

外来機能の報告【新規】

①報告状況を踏まえ管内医療機関へ督促
②提供を受けた自都道府県のデータを引き出し・地域医療構想調整会議
等における議論に活用

①現在の医療機能、将来時点の医療機能の予定を報告
（高度急性期、急性期、回復期、慢性期）

②構造設備・人員配置、医療の内容等を報告
（許可病床数、稼働病床数、看護師数、高度医療
機器保有状況等）
※令和3年度より季節変動を踏まえた分析を可能
とするため、通年の診療実績を報告

⇒各医療機関における病棟毎の医療機能等から、地域
毎の入院の医療機能の分化・連携に活用

（A病棟）
高度急性期機能

（B病棟）
急性期機能

（C病棟）
回復期機能

（D病棟）
慢性期機能

高度急性期機
能の患者

急性期機能の
患者

回復期機
能の患者

慢性期機能の
患者

各医療機関における全外来に占める「医療資源を重点的に活用する外来」
の割合等から、地域毎の外来の医療機能の分化・連携に活用

例）「医療資源を重点的に活用する外来のイメージ」

○医療資源を重点的に活用する入院の前後の外来
•悪性腫瘍手術の前後の外来 など

○高額等の医療機器・設備を必要とする外来
•外来化学療法、外来放射線治療 など

○紹介患者に対する外来

受託事業者（事務局）

①全国共通サーバ管理
② NDBデータの提供
③国提供データの公開

督
促

①対象医療機関の整理
②報告依頼準備
・報告用フォーマット作成
・NDBデータ集計

③報告依頼・照会
④ 報告集計・管理
・病床機能報告と外来機能報告
の集計及びデータ連結

⑤都道府県提供用データ、国提供用
データの作成

都道府県別の報告
状況、データ提供

全国共通サーバ提供
NDBデータ提供

報告

報告依頼・照会
NDBデータ提供

集計結果の提供 連結DB

データの利活用

全国共通
サーバ

NDB

①地域医療構想の実現係る分析
②外来医療機能の明確化に係る分析
③第７次医療計画の進捗管理に係る分析
④第８次医療計画の策定に係る分析 等



• かかりつけ医機能は、患者中心の医療、継続性を重視した医療、地域の特性に応じた医療等の実践により、
身近で頼りになる医療を提供する機能とされている。（※ 日本医師会、病院団体よる定義）

• 現在、医療関係団体を中心に、医師のかかりつけ医機能強化のための取組が行われている。
• 2022年にかけて段階の世代が75歳以上の高齢者となる中で、慢性疾患による受療が多い、複数の疾病を
抱えるなどの特徴を持つ高齢者医療のウエイトがますます高まっていく。

• また、感染の拡大が認められた新型コロナウイルス感染症は、高齢者・基礎疾患を有する者で重症化する
リスクが高いと報告されており、生活習慣病等に対する質の高い医療を提供するためのかかりつけ医機能
のニーズは高まっている。

• かかりつけ医機能の
強化・活用に向けた取組
が具体化され、今後の
取組が推進される。

• 患者が求める良質な医
療がかかりつけ医機能に
より効率的に提供される
ことにつながる。

• 生活習慣病等に対する
質の高い医療が提供さ
れることで、結果的に新
型 コロナウイルス感染
症に よる影響が抑えら
れる。

かかりつけ医機能の強化・活用にかかる調査・普及事業

かかりつけ医機能を活用している仕組みの構築

現状・課題

期待される効果事業内容

（例）
・各医療関係団体等によるかかりつけ医機能強化のための取組に係る情報
・かかりつけ医機能に関する研修受講者のフォローアップ等に係る情報収集
・かかりつけ医機能に関連する政策、エビデンスの収集
・新型コロナウイルイス感染症にかかりつけ医機能を有効活用した事例に
係る情報収集

かかりつけ医機能の強化・活用に関する好事例の収集、
効果検証

かかりつけ医機能
に係る好事例等の
収集、好事例の横
展開

専門家による
評価を実施

今後の取組に向
け提言

令和３年度概算要求額：事項要求（0円）

専門家による評価今後の取組への提言
・収集した情報を専門家が評価、効果検証
・普及すべき好事例・取組を抽出し、今後の政策に向け提言

かかりつけ医機能の強化・活用に係る取組の横展開
・好事例同士の交流や、好事例の横展開を実施
・横展開の効果に係る情報収集
・かかりつけ医機能に係るモデル事業を実施



地域医療構想・医師偏在対策の一体的な推進に向けた都道府県支援

地域医療構想・医師偏在対策推進事業

➤ 地域医療構想の達成、医師偏在対策の推進、在宅医療の推進に向けた最新データの分析支援
・地域医療構想の実現に向けた医療機関の診療実績等の分析、
・医師偏在対策にかかる指標データの作成、
・５疾病５事業に係る地域ごとの診療実績データの収集、
・在宅医療の推進に向けたサービスの利用動向データの収集 等

➤ 都道府県の施策の企画立案を支援する人材（＝アドバイザー）の育成による課題解決・企画立案作業の支援
・都道府県職員研修・アドバイザー会議の定期的な開催による情報・ノウハウの共有
・ポータルサイトの運営による情報発信の一元化 等

○ 地域医療構想の実現に向け、平成30年度までに策定された公立・公的医療機関等に係る「具体的対応方針」について、診
療実績データの分析を行い、民間医療機関では担えない機能に重点化されるよう見直した上で、着実・円滑に機能転換等の
取組を進めていくこととなる。

○ 加えて、医療法及び医師法の一部を改正する法律（平成30年７月18日可決、成立）により、新たな医師確保対策として、
都道府県における医師確保計画及び外来医療機能の分化・連携の方針等に沿って取組を実施することとしており、地域医療
構想を踏まえた医療機能の集約化と医師確保対策の整合性を図りながら、一体的に取組を進めていくことが求められている。

○ それぞれの施策について、整合性を確保しながら実効的に進めていくため、都道府県における医療行政人材の育成や、情
報分析、施策の企画立案等を支援していく必要がある。
※「医療従事者の需給に関する検討会 医師需給分科会 第２次中間取りまとめ」（平成29年12月21日）においては、「厚生労働省においては、都道府県がより実効
的な医療政策を講じることができるよう、研修の実施や人事上の配慮等について、都道府県の人材育成が進むような適切な対応を検討すべき」とされている。

令和３年度概算要求額 79,170千円（79,170千円）


